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シェアキッチン＆シェアオフィス＆スペース 

i-ships 

[３F オフィス] 利用規約 
 
  この利用規約（以下、「本規約」といいます）は、i-ships（以下、「貸主」という）が

提供するシェアオフィス（以下、「オフィス」という）の利用条件を定めるものです。 

 オフィスの利用者様（（以下、「利用者」という）は、本規約に同意の上、本規約に従い、本

サービスを利用するものとします。 

 

第 1条（利用目的と適用） 

１ 利用者は i-ships の会員となり、シェアオフィスを利用します。 

   

  ２ 本規約は、借主と貸主との間の本サービスの利用に関わる一切の関係に適用されるもの

とします。貸主は本サービスに関し、本規約の他、ご利用にあたってのルール等、各種の定

め（以下、「個別規定」といいます）をすることがあります。これら個別規定はその名称の

いかんに関わらず、本規約の一部を構成するものとします。 

３ 本規約の規定が前項の個別規定の規定と矛盾する場合には、個別規定において特段の定

めなき限り、個別規定の規定が優先されるものとします。 

 

第 2条（サービスの内容と利用料金） 

１ 本サービスにおける借主には以下の利用権利が付随します。 

３F借主：指定のデスクスペースをお使いいただけます。 

２ 利用方法と料金 

①利用方法は、以下の表に記載の利用区画及び利用条件によります。 

① 料金は以下のとおりとします。利用後は利用前の状態にします。 

支払いは原則、前払いとします。          

❶ 利用料 33,000 円/月（税込） 

❷ 住所利用 登記不可・郵便物可 

❸ 解約 1 カ月前に書面による 

❹ 利用時間 6：00～23：00 

❺ 支払期限 当月分を前月末 

３ 住所利用サービス 

① 住所利用サービスは、貸主所定の申込を行い、その申込について貸主が承諾したと

きに限り、貸主が提供する住所を借主の事業用の住所とする目的で利用することが

できます。なお、貸主からの事前同意なく、その他の目的で利用することを禁止し

ます。 

② 住所利用サービスの利用は契約している施設での実態のある活動が必要です。 
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③ 住所利用サービスの利用において、以下に該当する郵便物を施設宛に送付すること

はできません。 

❶現金書留電信、為替有価証券、キャッシュカード、預金、通帳、その他金銭に関

係するもの 

❷運転、免許証、健康保険証、その他身分証明書 

➌生もの、冷蔵冷凍食品等 

➍支払いを要する郵便物 

➎内容証明郵便、その他法的書類 

➏裁判所からの特別送達及びこれに準ずる郵便物 

➐郵便事業者、宅配事業者等以外のものにより持参された郵便物 

➑法律に抵触、またはその恐れのある郵便物 

➒その他当社での受領または保管が困難であると判断した郵便物 

④ （前項に基づき、貸主が受領した郵便物は受領の日から 1 ヵ月に限り保管するもの

とし、1ヵ月を超えた場合は貸主の判断により処分するものとします。 

⑤ 貸主が受領した郵便物に損害が生じた場合、一切の責任を負いません。 

⑥ 住所利用サービスのみの利用はできません。 

⑦ 入会時に提出した利用申込書または WEB 申込みの内容に変更があった場合、所定の

手続きにて届け出るものとします。 

⑧ 郵便物等の集荷は受け付けておりません。必要な場合は借主自身で行うものとしま

す。 

  ４ 鍵一式について 

① 貸主は借主に、１F（・３F入口及びコピー機の利用可能なセキュリティカード（以下

「鍵一式」という）を貸与するものとしますが、第三者への鍵一式の貸与を禁止し

ます。 

② 借主は、契約が解約または解除されたとき、速やかに鍵一式を貸主に返却するもの

とします。 

③ 借主が鍵一式を紛失または盗難した場合には、直ちに貸主に届けるものとします。

鍵一式の紛失または盗難によって生じる費用は借主が負担するものとします。 

 

第 3条（利用登録） 

  １ 本サービスにおいては、借主希望者が本規約に同意の上、貸主の定める方法によっ

て会員登録を申請し、貸主がこれを承認することによって、登録が完了するものとし

ます。 

２ 貸主は、会員登録の申請者に以下の事由があると判断した場合、登録の申請を承認

しないことがあり、その理由については一切の開示義務を負わないものとします。 

a.登録の申請に際して虚偽の事項を届け出た場合 

b.本規約に違反したことがある者からの申請である場合 

c.その他、貸主が借主に相当でないと判断した場合 

 

第 4条（利用申込方法） 

予約受付は、ホームページのお申込フォーム（contact）から連絡後、本規約に記載の
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「入会申込書」に必要事項を記入の上、提出するものとします。初回申込時には、身分証

の提示と身分証のコピーを提出するものとします。 

 

第 5条（禁止事項） 

借主は、本サービスの利用にあたり、以下の行為をしてはいけません。 

➀次に掲げる内容の本・雑誌などを持ち込み、または陳列する行為 

a. 法律・条例・その他貸主が定める基準に反するような、わいせつ、児童ポルノ又は児

童虐待に相当する内容 

b. 自殺・自傷行為・薬物乱用などを美化・誘発・助長する恐れのある内容 

c. 特定の思想や信仰などを美化・誘発・助長する恐れのある内容 

d. その他貸主が不適切と判断する内容 

②法令または公序良俗に違反する行為 

③犯罪に関する行為 

④オフィスのサービスの運営を妨害する恐れのある行為 

⑤他の借主に関する個人情報等を収集又は蓄積する行為 

⑥不正な目的を持って本サービスを利用する行為 

⑦本サービスの他の借主またはその他の第三者に不利益、損害、不快感を与える行為 

⑧貸主が許諾しない本サービス上での宣伝、広告、勧誘、または営業行為 

⑨オフィスのサービスに関連して、反社会的勢力に対して直接または間接に利益を供与す

る行為 

⑩人権・民族・性別・年齢・思想などによる差別につながる表現を使用する行為 

⑪その他、貸主が不適切と判断する行為 

 

第 6条（反社会的勢力の排除） 

利用登録者は、自ら（法人の場合はその役員を含む）が、暴力団（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2号）、暴力団員（同法第 2条第 6

号）及び暴力団関係団体、暴力団関係者等の反社会的勢力でないことを表明するとともに、か

つ将来にわたっても該当しないことを確約します。 

 

第 7条（本サービスの停止等） 

  １ 貸主は、以下のいずれかの事由があると判断した場合、借主に事前に通知する事なく本

サービスの全部または一部の提供を停止または中断することができるものとします。 

a.地震、落雷、火災、停電または天災などの不可抗力により、本サービスの提供が困難と

なった場合 

b.その他、オフィスが本サービスの提供が困難と判断した場合 

２ オフィスは、前項の規定による本サービスの提供の停止または中断により、借主または

第三者が被ったいかなる不利益または損害についても一切の責任を負いません。また、利

用料金の返金を行いません。 
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第 8条（利用制限および利用停止） 

１ 貸主は、借主が以下のいずれかに該当する場合には、事前の通知なく、借主に対して、第

3 条に定めるサービスの提供の停止及び利用登録の停止の措置をとることがあり、その

理由については一切の開示義務を負わないものとします。 

a.本規約のいずれかの条項に違反した場合 

b.登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合 

c.利用料金の支払債務の不履行があった場合 

d.貸主からの連絡に対し、14 日間返答がない場合 

e.その他、貸主が本サービスの利用を適当でないと判断した場合 

２ 貸主は、前項の規定による本サービスの提供の停止または中断により、借主又は第三者

が被ったいかなる不利益または損害についても一切の責任を負いません。また、利用料

金の返金を行いません。 

 

第 9条（解約） 

１ 借主は、解約したい月の３０日前までに貸主にその意向を伝えることで解約できるもの

とします。利用金額をお支払いいただいた月末までサービスを利用いただけます。 

２ 借主は、解約した月の月末までにオフィスの私物を撤去することとします。 

  ３ 貸主からの問い合わせにも応じないままオフィス内の私物が１ヶ月にわたり放置された

場合、貸主はオフィス内の本や物品を撤去することができ、また撤去された本や物品はオ

フィス側に寄贈されたものとみなします。 

 

第 10 条（免責事項） 

１ 貸主は、本サービスに起因して借主に生じたあらゆる損害について、貸主の故意または

重過失による場合を除き、一切の責任を負いません。 

２ 貸主は、本サービスに関して、借主と他の借主、または第三者との間において生じた取

引、連絡または紛争等について一切の責任を負いません。 

 

第 11 条（サービス内容の変更等） 

貸主は、借主への事前の告知をもって、本サービスの内容を変更、追加または廃止するこ

とがあり、借主はこれを承諾するものとします。 

 

第 12 条（個人情報の取扱い） 

貸主は、本サービスの利用によって取得する個人情報については、以下のとおり適正かつ

安全に管理・適用することに努めます。 

１ 貸主は、収集した個人情報について、以下の目的のために利用いたします。 

a.発送やサービス実施、およびアフターサービスのため 

b.資料請求に対する発送のため 
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c.相談、お問い合わせへの回答のため 

d.サービス、イベントの案内のため 

２ 貸主は、以下の場合を除いて、個人データを第三者へ提供することはしません。 

a.法令に基づく場合 

b.人の生命・身体・財産を保護するために必要で、本人から同意を得ることが難しい場合 

c.公衆衛生の向上・児童の健全な育成のために必要で、本人から同意を得ることが難しい

場合 

d.国の機関や地方公共団体、その委託者などによる法令事務の遂行にあたって協力する

必要があり、かつ本人の同意を得ることで事務遂行に影響が生じる可能性がある場合 

３ 借主登録者の個人情報について、ご本人には、開示・訂正・削除・利用停止を請求する

権利があります。手続きにあたっては、ご本人確認のうえ対応させていただきますが、代理

人の場合も可能です。詳細については、貸主へご連絡ください。 

 

第 13 条（通知または連絡） 

１ 借主と貸主との間の通知または連絡は、貸主の定める方法によって行うものとします。 

２ 貸主は、借主から、変更の届け出がない限り、現在登録されている連絡先が有効なもの

とみなして当該連絡先へ通知または連絡を行い、これらは、発信時に借主へ到達したもの

とみなします。 

 

第 14 条（権利義務の譲渡の禁止） 

借主は、貸主の書面による事前の承諾なく、利用契約上の地位または本規約に基づく権利

もしくは義務を第三者に譲渡し、または担保に供することはできません。 

 

第 15 条（規約の変更） 

１ 本規約は借主の個別の同意を要せず、貸主の判断により任意に変更することができるも

のとします。 

２ 貸主は借主に対し、事前に、本規約を変更する旨及び変更後の本規約の内容並びにその

効力発生時期を通知します。 

 

第 16 条（存続条項） 

第 10 条、第 12 条、第 14条及び第 17条の規定は、借主登録終了後も有効に存続するもの

とします。 

 

第 17 条（準拠法・裁判管轄） 

１ 本規約の解釈にあたっては、日本法を準拠法とします。 

２ 本サービスに関して紛争が生じた場合には、大阪地方裁判所を管轄する裁判所を専属的

合意管轄とします。 
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以上、シェアオフィス利用申込みに際し、本規約に則り利用することに合意します。利用

に際しては、利用者全員に規約を遵守するよう周知徹底致します。（（ 

 

 


